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第６編　司法制度改革の推進

１　公判前整理手続

　　公判前整理手続は，刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成16年法律第62号。以下

「刑訴法等改正法」という。）により創設された手続であり（平成17年11月１日から施行），

公判請求後，第一回公判期日前において，明確な審理計画を策定し，迅速な審理を実現

するための手続である。

　　なお，裁判所において，審理の経過にかんがみ必要と認めるときに，第一回公判期日

後に，公判前整理手続と同様の手続により事件の争点及び証拠を整理する期日間整理手

続も，併せ創設，施行されている。

２　即決裁判手続

　　即決裁判手続は，刑訴法等改正法により創設された手続であり（平成18年10月２日か

ら施行），死刑又は無期若しくは短期１年以上の懲役若しくは禁錮に当たる事件を除き，

明白軽微な事件につき，被疑者が同手続によることに同意していることなどを要件とし

て，検察官が公訴提起と同時にその申立てを行い，できるだけ早期に公判期日を開き，

簡易な方法による証拠調べを行い，原則として，即日判決を言い渡す手続である。即決

裁判手続では，懲役又は禁錮の言渡しをする場合は，その刑の執行猶予の言渡しをしな

ければならない。

３　国選弁護人制度の整備

　　刑訴法等改正法においては，被疑者・被告人が弁護人の援助を受ける権利を実効的に

区 分 総 数 殺 人 強 盗
致死傷 傷 害 恐 喝 窃 盗 強姦等 放 火 銃刀法 覚せい剤

取 締 法 その他

公判前整理手続 ３３６ １１１ ５７ ５２ ７ ２ ３８ ２４ ３ １１ ３１
期日間整理手続 ５６ ８ ８ ５ １ ３ ８ ４ ３ ３ １３

（平成１８年）

注 １ 司法統計年報による。
２ 「強盗致死傷」は，強盗強姦を含む。
３ 「傷害」は，刑法第２編第２７章に規定するすべての罪をいう。
４ 「強姦等」は，刑法第２編第２２章に規定するすべての罪をいう。

総 数 窃 盗 道路交通法 麻薬取締法 大麻取締法 入 管 法 覚せい剤
取 締 法 そ の 他

地方裁判所 ７１６ ５７ ２０ ８ ６１ ３７４ １９１ ５
簡易裁判所 ５５ ５４ - - - - - １

（平成１８年１０月～１２月）

注 １ 司法統計年報による。
２ 平成１８年１０月から１２月までに，即決裁判手続の申立てがあった事件である。

公判前整理手続及び期日間整理手続に付された事件の罪名別人員

即決裁判手続に付された事件の罪名別通常第一審終局総人員



―　29　―

担保し，また，充実しかつ迅速な刑事裁判の実現を可能にするという観点から，被疑者に

対する国選弁護人の選任制度を導入するとともに，被告人に対する国選弁護人の選任制度

についても，国選弁護人の選任要件及び選任手続を整備し，また，少年の被疑者に国選

弁護人が付された場合に関する規定を新設するなどして，国選弁護人制度を整備した。

　　同法律は，被疑者に対する国選弁護人の選任制度の適用対象を，被疑者が身柄拘束

されているものに限定した上で，その対象事件の範囲を段階的に拡大することとしている。

平成18年10月２日から施行された当初の段階では，対象事件は，死刑又は無期若しくは短

期１年以上の懲役若しくは禁錮に当たる事件とされ，第２段階（公布の日から起算して５

年を超えない範囲内において政令で定める日から施行予定）では，対象事件を，死刑又は

無期若しくは長期３年を超える懲役若しくは禁錮に当たる事件に拡大することとしている。

４　総合法律支援法の施行

　　総合法律支援法（平成16年法律第74号）による総合的な支援体制の中核的な役割を果

たすものとして，同法律に基づき，平成18年４月10日，法人である日本司法支援センター

（愛称「法テラス」）が設立された。日本司法支援センターは，主たる事務所を東京都に置き，

各地方裁判所本庁所在地等に事務所を設け，同年10月２日から業務を開始している。

　　日本司法支援センターは，関係する機関及び団体と連携・協力しながら，法による紛

争解決制度の有効な利用に資する情報提供の充実強化業務，民事法律扶助業務，弁護士

等を依頼することに困難がある司法過疎地域における法律事務に関する業務，犯罪被害

者等の支援業務及び国選弁護人の選任に関する業務を行う。

５　検察審査会法の改正

　　刑訴法等改正法において，検察審査会の議決に基づき公訴が提起される制度の導入

をはじめ，検察審査会の機能強化等を内容とする検察審査会法（昭和23年法律第147号）

の一部改正が行われた。

　　公訴権は，原則として，検察官のみに付与されており，検察官が不起訴処分とした事

件についての検察審査会の議決には，いわゆる法的拘束力はないとされている。刑訴法

等改正法は，公訴権行使に民意をより反映させ，公訴権を付与されている検察官が独善

に陥ることを防ぐとともに，公訴権行使をより一層適正なものとするため，検察審査会

の議決に基づき公訴が提起される制度を導入した。この制度は，刑訴法等改正法の公布

の日から起算して５年を超えない範囲内（平成21年５月27日まで）において政令で定め

る日から施行される。
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６　裁判員制度

　　平成16年５月28日に公布された裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（平成16年法

律第63号。以下「裁判員法」という。）は，裁判員制度を創設した。同制度導入の意義は，

広く国民が刑事裁判の過程に参加し，裁判の内容に国民の健全な社会常識がより反映さ

れるようになることによって，司法に対する国民の理解と支持が深まり，司法がより強

固な国民的基盤を得ることができるようになることにある。同法律は，一部の規定を除

いて，公布の日から起算して５年を超えない範囲内（21年５月27日まで）において政令

で定める日から施行される。

　　なお，裁判員選任の具体的な手続や日当等を定めた「裁判員の参加する刑事裁判に関

する規則」（平成19年最高裁判所規則第７号）が平成19年６月13日に制定され，同年７

月５日に公布された。

　　また，平成19年５月22日に，部分判決制度の創設等を内容とする「裁判員の参加する

刑事裁判に関する法律等の一部を改正する法律」（平成19年法律第60号）が成立し，同

月30日に公布され，裁判員法の改正に係る部分については同日施行された。

　

　　平成18年においては，裁判員裁判対象事件の通常第一審終局総人員は，前年比10.9％

減少した。罪名別に見ると，強盗致傷が28.2％と最も多く，次いで殺人（23.5％），現住

建造物等放火（9.4％）の順であった。

　　15年を超える有期懲役刑言渡人員のうち，20年以下が131人であり，罪名別では，殺

人が61人と最も多く，次いで，強盗致傷（30人），強姦致死傷（16人）の順であった。

また，20年を超え25年以下が17人であり，殺人が８人，強盗致死，強盗致傷，強盗強姦

及び強姦致死傷が各２人，銃刀法違反が１人であった。25年を超える有期懲役言渡人員

は９人であり，強盗致死が５人，強姦致死傷が２人，殺人及び強盗強姦が各１人であった。

年 次 総数 １号
事件 殺人 強盗致死

強盗
致傷

強盗
強姦

強 姦
致死傷

強制わ
いせつ
致死傷

現住建
造物等
放 火

通貨偽造・
偽 造 通 貨
行 使

覚せい
剤 取
締 法

麻 薬
特例法銃刀法 その他 ２ 号

事 件
傷害
致死

危険
運転
致死

その他

１４年 ２，８１８２，５０３ ７６４ １２４ ７３２ ６６ ２４４ １１２ ２７８ ６３ １４ ５３ ２９ ２４ ３１５ ２７１ ２９ １５
１５ ３，０８９２，７５９ ７６８ １３３ ８１１ ８８ ２９９ １３２ ３３７ ５９ １４ ６４ ２５ ２９ ３３０ ２６１ ５５ １４
１６ ３，３０８２，９６４ ７９５ １２６ ８９０ １０５ ２７０ １４１ ２９７ １０３ ８０ ８３ ４０ ３４ ３４４ ２７７ ５０ １７
１７ ３，２３１２，９４６ ７９５ １３０ ８７１ ８５ ２１３ １３２ ３０７ １８２ ５５ ８０ ５１ ４５ ２８５ ２１９ ４２ ２４
１８ ２，８７８２，５６９ ６７５ １１２ ８１３ ９０ ２３７ １２３ ２７０ ６６ ２３ １１０ ３３ １７ ３０９ ２３１ ５１ ２７

（平成１４年～１８年）

注 １ 最高裁判所事務総局の資料による。
２ 移送等を含む。
３ 同一被告人につき複数の起訴があっても，弁論が併合されている限り１人として計上した。
４ 「１号事件」は，裁判員法２条１項１号に該当する事件であり，「２号事件」は，同項２号に該当する事件である。
５ １号事件の「その他」は，身の代金目的拐取，拐取者身の代金取得等，爆発物取締罰則違反，麻薬取締法違反等であ
り，２号事件の「その他」は，保護責任者遺棄致死，逮捕監禁致死等である。

裁判員裁判対象事件の罪名別通常第一審終局総人員


